
（各年10月１日現在）

平成12年

63,348 63,183

538 522

535 Ａ 522

1 Ｂ -

2 Ｃ -

17,918 15,851

12 Ｄ 4

6,462 Ｅ 5,805

11,444 Ｆ 10,042

43,943 45,109

215 G 158

H 3,556

Ｉ 3,946

13,831 J 10,103

2,555 K 2,304

1,207 L 1,421

M 2,901

N 3,978

O 2,403

P 364

Q 10,962

949 S 1,701

資料：国勢調査
　 注：総数には、従業上の地位「不詳」を含む。

平成１５年より産業分類改訂
総数＝第一次産業＋第二次産業＋第三次産業＋分類不能の産業

Ｇ

産           業      (大 分 類）

第 ３ 次 産 業

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

林　　　　　業

漁　　　　　業

第 ２ 次 産 業

平成17年

L

N

漁　　　　　業

第 １ 次 産 業

H

Ｅ

Ｆ

3,013

製　　造　　業

J 

K

卸売・小売業、飲食業

飲食店、宿泊業

分類不能の産業

第 １ 次 産 業

農　　　　　業

運輸・通信業

金　融・保　険　業

不　動　産　業

第 ３ 次 産 業

分類不能の産業

4,590
情　報　通　信　業

５.　産業（大分類）、常住地による１５歳以上就業者数

建　　設　　業

教育、学習支援業

複合サービス事業

運　　輸　　業

サ　ー　ビ　ス　業 18,594

卸売・小売業

金　融・保　険　業

I 

鉱　　　　　業

産           業      (大 分 類）

第 ２ 次 産 業

医　療、福　祉

鉱　　　　　業

建　　設　　業

製　　造　　業

電気・ガス・熱供給・水道業

農　　　　　業

林　　　　　業

総 数 総           数

不　動　産　業

公務
（他に分類されないもの）

公務
（他に分類されないもの）

2,951 RM

サービス業
（他に分類されないもの）

電気・ガス・熱供給・水道業


